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会社の現況
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1 ．会社の現況
⑴　当期の��の��　当期の��の��
①　��の���び��　��の���び����の���び��
＜�営全般＞
　当��会�年�の����は、�営���しの�年�、また���010に当��会�年�の����は、�営���しの�年�、また���010にの����は、�営���しの�年�、また���010に
向�た中期�営�画“Action－KC�1”へのスタートの年�とし、高効率�
営に向�た改革に取り組みました。それは不�となっ�も赤字を出さな
い体質作り、あるいは売上を伸ばせば大きく利益を出す体質作りです。
　�体�には、�体�には、
ⅰ．���の��と�中に取り組みました。�める�き��は確�に����の��と�中に取り組みました。�める�き��は確�に��

させました。そし�、そのリソースを今後伸張させる��に�約し
ました。

　　�れにより���010の���な�営改����出�るものと��ます。�れにより���010の���な�営改����出�るものと��ます。
ⅱ．����に��できる��への�組み作りとし�、会社�に定める����に��できる��への�組み作りとし�、会社�に定める�

部統制や金融商品取引�により導入される日本版�部統制報告制�
（J-SOX�）の構築を積極�に進めました。また震災等の危機管理に
も取り組み、万�一へ備�た対策も確�に進めました。

ⅲ．����006�年�の��では、�ずは�品��率の改�と��の��を���006�年�の��では、�ずは�品��率の改�と��の��を
�施しました。�

　・����の積極�進による合理�で�売管理�の大���を�施しまし���の積極�進による合理�で�売管理�の大���を�施しまし
た。（前期比△446�万�の��）446�万�の��）�万�の��）

　・当��会�年�の売上��率は6����と前年比��1�の改�となりま・当��会�年�の売上��率は6����と前年比��1�の改�となりま�当��会�年�の売上��率は6����と前年比��1�の改�となりま
した。�の��は、付加�値のある情報��の売上��少する中
で、全社の��率の大きな悪��見込まれました�、他��で加工
���と外注加工�の���取り込み等による大���改�を��
し、挽回し、��1�の改�としたものであり、当社の利益体質の構築
�大きく前進したものと��ます。

　�れらにより�益���売上高を前年�����から3���に約30���れらにより�益���売上高を前年�����から3���に約30������から3���に約30����から3���に約30�����に約30����に約30��30��0��
�させ、�れにより営��益の黒字�を確保いたしました。
　一�、���00���に向�売上を�進させる�組みを構築しました。一�、���00���に向�売上を�進させる�組みを構築しました。

＜�績全般（�益、生産、�売）＞
　�益の��では、�リンタ��、�Cタ���の中間部品���スある�益の��では、�リンタ��、�Cタ���の中間部品���スある
いは転売品��など�営効率の悪い���スから撤退し、�の�野の売
上を積極�に�少させ、�営効率を高める��出�ました。
　その��、�期は営��益の黒字�を��しました。（上期営�利益△その��、�期は営��益の黒字�を��しました。（上期営�利益△
�4�万���期営�利益88�万�）4�万���期営�利益88�万�）�万���期営�利益88�万�）8�万�）�万�）
　生産の��におきまし�は、お��への�なるCS向上を目�し高品質生産の��におきまし�は、お��への�なるCS向上を目�し高品質
や納期の遵守、さらには��率の��を目�し徹底�な���に取り組
みました。�れにより生産設備の稼働率�向上し、��率の改��進み
ました。
　�売の�では、�営効率を高めるため、東京�上野、�����に��売の�では、�営効率を高めるため、東京�上野、�����に�
割され�いた�造・�売・技術の機能を��に��し、��技のベクト
ルの統一を図りました。�れにより��戦略の整合性の向上を図るとと
もに、大�な�売管理�の�����しました。
　�上の��、当��会�年�の���績は、売上高は3�68��万�（前�上の��、当��会�年�の���績は、売上高は3�68��万�（前当��会�年�の���績は、売上高は3�68��万�（前の���績は、売上高は3�68��万�（前���績は、売上高は3�68��万�（前�績は、売上高は3�68��万�（前3�68��万�（前�万�（前
期比�6����）、営�利益は14�万�（前期は10��万�の��）、���6����）、営�利益は14�万�（前期は10��万�の��）、�����）、営�利益は14�万�（前期は10��万�の��）、���14�万�（前期は10��万�の��）、����万�（前期は10��万�の��）、���は10��万�の��）、���）、���
�は��万�（前期は1�0�万�の��）、当期���は�リンタ・機���万�（前期は1�0�万�の��）、当期���は�リンタ・機��万�（前期は1�0�万�の��）、当期���は�リンタ・機�1�0�万�の��）、当期���は�リンタ・機��万�の��）、当期���は�リンタ・機���）、当期���は�リンタ・機�）、当期���は�リンタ・機��リンタ・機�
��の撤退に伴う特別��等の�上により80��万�（前期は60��万�80��万�（前期は60��万�0��万�（前期は60��万��万�（前期は60��万���万��万�
の��）となりました。

－1－ －�－



②　設備��の��　設備��の��設備��の��
　当期にお�る設備��の総額は�4�万�であります。
　主な��は、生産設備���びに情報���であります。主な��は、生産設備���びに情報���であります。
③　�金��の��　�金��の���金��の��
　当期末の借入金残高は380�万�であり、前期末に比�6��万��少し
�おります。
④　��の��、���割または�設�割の��　��の��、���割または�設�割の����の��、���割または�設�割の��
　該当�項はありません。
⑤　他の会社の��の�受�の��　他の会社の��の�受�の��他の会社の��の�受�の��
　該当�項はありません。
⑥　��合�または���割による他の��等の��に�する�利��の　��合�または���割による他の��等の��に�する�利��の���合�または���割による他の��等の��に�する�利��の

承継の��
　平�18年10月１日を合�効力�生日とし�、当社子会社国際�リンティ
ン�有限会社（非��子会社）を簡易合�の手�きにより��合�いた
しました。
⑦　他の会社の株式その他の��または�株�約�等の取�または��の　他の会社の株式その他の��または�株�約�等の取�または��の�他の会社の株式その他の��または�株�約�等の取�または��の

��
　該当�項はありません。
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（単位：百万円）
【計測事業】

（単位：百万円）
【情報事業】

営業利益売　上

（単位：百万円）
【自動認識その他事業】

＜��部�別の��＞��部�別の��＞＞
　���010に向�た中期�営�画“Action－KC�1”の��に向��営改革と���010に向�た中期�営�画“Action－KC�1”の��に向��営改革と“Action－KC�1”の��に向��営改革とAction－KC�1”の��に向��営改革と
��改革に取り組みました。そし��去を改め�たな目標に向かっ�始
動いたしました。そし�セ�メントも�たに�記の�セ�メントに���セ�メントに��セ�メントに��
し、各々のセ�メントの���010の姿を定め、その��に向�た組織と責
任体制を構築いたし�おります。�
　����におきまし�は、売上高は���3��万�と前期比△8�9�となり����におきまし�は、売上高は���3��万�と前期比△8�9�となり���3��万�と前期比△8�9�となり�万�と前期比△8�9�となり8�9�となり�となり
ました。��用各種補用品の売上�少によるものです。主力の��用記
録紙では大口ユーザに対するCS向上の取り組みを徹底�に行い、シェア
アッ�を図るとともに、今後の市場�開に対するマーケティン�を行い
ました。また、海外市場に対する本格進出の準備を横河電機�ルー�と
の�携で進めました。���00�後半から海外市場への売上�進につな�る
ものと期待し�おります。�
　情報��におきまし�は、売上高は803�万�と前期比△�����となり
ました。電力会社殿向�の売上�大きく落ち込んだ�とによります。今
後は再�進に向���品開�や機�メーカとの技術交流を深め、���00�
からの再立ち上げの準備を行いました。�
　�動��その他��におきまし�は、�リンタなど機��品��の��動��その他��におきまし�は、�リンタなど機��品��の�
�、また�Cタ���につい�は�Cタ�中間部品���スから完�品��
�スへの転換などを行い、��3�万�の大�な�益改�を行いました。��3�万�の大�な�益改�を行いました。�万�の大�な�益改�を行いました。

＜���績の��＞���績の��＞＞

第4�期
平�18年3月

第48期
平�19年3月

第49期（見込）
平��0年3月

売 上 高 ��01����9 3�68����� 4�000�000

営 � � 益 △�10��100 14�014 1�0�000

� � � 益 △�1�0�10� △����83 140�000

当 期 � 利 益 又 は
当 期 � � � △�60��089 △�80��6�6 13��000

（���千�）
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⑷　主要な����（平�19年�月31日��）　主要な����（平�19年�月31日��）主要な����（平�19年�月31日��）
　当社は�記�品の�造�び�売を行っ�おります。

��部�別 主　　要　　�　　品　　�　　�

� � � � ��用記録紙、記録�用各種補用品（��品�び部品）、（��品�び部品）、��品�び部品）、）、、
記録�用ペン、温湿�記録�、他

情 報 � � 屋外検針用紙、各種モバイル用紙、情報ラベル、他

�動��その他�� 無線�Cタ�、�A用ラベル�リンタ、�A用ラベル、他

⑸　主要な営���び工場（平�19年�月31日��）　主要な営���び工場（平�19年�月31日��）主要な営���び工場（平�19年�月31日��）
　本　社���県��市赤堀一丁目30番地
　営���札幌オフィス（札幌市）、大阪オフィス（吹田市）、
　　　　　��オフィス（��市）��オフィス（��市）
　工　場�本社工場（��市）、設備工場（��市）

⑹　�用�の��（平�19年�月31日��）　�用�の��（平�19年�月31日��）�用�の��（平�19年�月31日��）
�用�数 前期末比�� 平均年齢 平均勤�年数
193名 �名� 43�8歳 1��4年

（注）�用�数は、嘱託社員（34名）を含め�おります。

⑺　主要な借入�の��（平�19年�月31日��）　主要な借入�の��（平�19年�月31日��）主要な借入�の��（平�19年�月31日��）
借 入 � 借入金残高（千�）

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 �1��000
第 一 生 命 保 険 相 互 会 社 8��000
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 80�000

⑻　その他会社の��に�する重要な�項　その他会社の��に�する重要な�項その他会社の��に�する重要な�項
　該当�項はありません。

⑵　重要な�会社�び子会社の��　重要な�会社�び子会社の��重要な�会社�び子会社の��
①　�会社との��　�会社との���会社との��
　当社の�会社は横河電機株式会社で、同社は当社の株式3�4�3�3千株（出
�比率���1�）を保有し�おります。
　当社は、�会社に対し��用記録紙�びペンカートリッ�等を納入し
�おり、当期の売上高は�1�868千�であります。
②　重要な子会社の��　重要な子会社の��重要な子会社の��

会 社 名 � 本 金 当社の出�比率 主な����
Kokusai�Chart
Corporation�of
America

�00千米ドル 100�
��用記録紙、記録�用各
種補用品、記録�等の�入
�売

（注）１．��対象会社は上記の重要な子会社１社であります。
　　�２．当社の特定子会社であるスマート��テック株式会社は、平�18年�月31日２．�当社の特定子会社であるスマート��テック株式会社は、平�18年�月31日

をもっ�解散し、平�19年�月30日に����いたしました。�月30日に����いたしました。月30日に����いたしました。

⑶　対�す�き��　対�す�き��対�す�き��
①　�営管理�野
　・��利用技術の向上による�営の���と�売管理�の��・��利用技術の向上による�営の���と�売管理�の��
②　�売�野
　・国�代理店との�携の��・国�代理店との�携の��
　　代理店との�なる�携により�動��市場の開�を進め�まいります。代理店との�なる�携により�動��市場の開�を進め�まいります。
　・海外�売��ン�ルの再構築・海外�売��ン�ルの再構築
　　横河�ルー��の�携により構築を図っ�まいります。横河�ルー��の�携により構築を図っ�まいります。
③　技術生産�野
　・生産�ストの��・生産�ストの��
　　CA�・CA�や��利用技術を�用し、加工工数の��や納期��などCA�・CA�や��利用技術を�用し、加工工数の��や納期��などを�用し、加工工数の��や納期��など
の改�を図っ�まいります。。

－�－ －6－



3 ．新株予約権等の状況
　該当�項はありません。該当�項はありません。

4 ．取締役����役����役��役（平成19年 6月22日現在）
代 表 取 締 役 社 長

取 締 役

取 締 役

取 締 役

� 勤 監 査 役

監 査 役

勝 部 泰 弘

木 村 敏 雄

齋 藤 恒 夫

曽 志 崎 　 　 　 稔

小 � 敏 夫

作 野 周 平

2 ．株式の状況（平成19年３月31日現在）
⑴　�行�能株式総数 �0�000�000株　�行�能株式総数 �0�000�000株�行�能株式総数� �0�000�000株
⑵　�行�株式の総数 6�000�000株　�行�株式の総数 6�000�000株�行�株式の総数� 6�000�000株
⑶　株　　主　　数 3�891名　株　　主　　数 3�891名株　　主　　数 3�891名　　主　　数 3�891名主　　数 3�891名　　数 3�891名数� 3�891名
⑷　大　　株　　主　大　　株　　主大　　株　　主　　株　　主株　　主　　主主

株　主　名
当社への出���

�　株　数　株　数株　数　数数 出���比�率

横 河 電 機 株 式 会 社 3�4�3�300株 ���1�

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信 託 銀 行 株 式 会 社（ 信 託 口 ） 108�000 1�8

ス テ ー ト　 ス ト リ ー ト　 バ ン ク
ア ン ド　 ト ラ ス ト　 カ ン パ ニ ー 10��300 1�8

国 際 � � ー ト 従 � 員 � 株 会 ����00 1�3

王 子 � 紙 株 式 会 社 �0�000 0�8

フ � テ ク ノ ス 株 式 会 社 4��000 0�8

� 金 管 理 サ ー � ス 信 託 銀 行
株 式 会 社（ 証 券 � � 信 託 口 ） 4���00 0��

ノーザン　トラスト　カンパニー　エイブイ
エ フ シ ー　 リ　 ノ ー ザ ン　 ト ラ ス ト
ガン�ー　アイリッシ�　クライアン�　アイリッシ�　クライアン�アイリッシ�　クライアン�　クライアン�クライアン�

40��00 0��

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 40�000 0��

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 40�000 0��

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 40�000 0��

第 一 生 命 保 険 相 互 会 社 40�000 0��

み ず ほ キ � ピ タ ル 株 式 会 社 40�000 0��

（注）出�比率は、小数�第２���を���入によっ�表�し�おります。２���を���入によっ�表�し�おります。���を���入によっ�表�し�おります。

（注）�平�19年�月��日開催の第48回定�株主総会におい�曽志崎　稔���たに�任平�19年�月��日開催の第48回定�株主総会におい�曽志崎　稔���たに�任
され、就任いたしました。
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（注）記載金額は千���を切り���表�し�おります。

（���千�）
連結貸借対照表（平成19年 3月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部

流 動 資 産

� 金 � び 預 金

受取手形�び売掛金

た な 卸 � 産

繰 延 税 金 � 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

（有形固定�産）

�物�び構築物

機械装��び運搬�

工����び備品

土 地

（無形固定�産）

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

（��その他の�産）

� � 有 � 証 券

繰 延 税 金 � 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,565,685

301�688

84���4�

����484

1�8�9��

�0�933

△� 944

2,339,931

1�980�93�

�36�98�

30��881

�9��0�

881�366

19��396

186�348

11�048

161��9�

�4����

114��8�

���106

△� 4��66

負 債 の 部

流 動 負 債 892,944

支払手形�び買掛金 ��4����

�� 期� 借� 入� 金 1�0�000

賞 与 引 当 金 40�883

１年�リース�産��勘定 ����93

そ の 他 119��11

固 定 負 債 964,851

長 期 借 入 金 �60�000

退職給付引当金 6�6�139

リース�産��勘定 48�161

その他固定負債 30���0

負 債 合 計 1,857,796

純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,043,332

��　　本�　　金 3�6�800

�� 本� 剰� 余� 金 19���60

利� 益� 剰� 余� 金 1�4�1����

評価・換算差額等 4,488

その他有�証券評�差額金 3�116

為替換��整勘定 1�3�1

純 資 産 合 計 2,047,821

資 産 合 計 3,905,617 負 債 純 資 産 合 計 3,905,617

（注）記載金額は千���を切り���表�し�おります。

連結損益計算書 平成18年 4月 1 日����
平成19年 3月31日����( ）

（���千�）

科 目 金 額
売 上 高 3,687,572
売 上 原 価 2,488,909

売 上 総 利 益 1,198,663
販 売 費 � � 一 般 管 理 費 1,184,648

営 業 利 益 14,014
営 業 外 収 益
受 取 利 � � び 配 当 金 664
受 取 手 数 料 1��03
為 替 差 益 �1
諸 施 設 賃 貸 料 �33
受 取 補 償 金 等 ��400
そ の 他 の � 益 6�0�� 14,378

営 業 外 費 用
支 払 利 � 6��64
た な 卸 � 産 � � � 1��186
た な 卸 � 産 評 � � 3���6
保 険 解 約 � 3�880
そ の 他 の � 用 ���68 34,176
経 常 損 失 △� 5,783

特 別 利 益
固 定 � 産 売 却 益 �9
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 11�680
役員退職慰労�払金戻入益 18�69�
抱 合 せ 株 式 � 滅 差 益 ���90 33,046

特 別 損 失
固 定 � 産 � � � ���46
� � � � �93��4�
� � 構 造 改 革 � 用 �89�4�4
� 品 補 償 � � �8���0 617,466

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 △� 590,203
��税、住民税�び��税 4���3
� � 税 等 � 整 額 �0��669 212,422
当 期 純 損 失 △� 802,626
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（���千�）
連結キャッシュ・フロー計算書 平成18年 4月 1 日����

平成19年 3月31日����( ）
科 目 金 額

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 254,916
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △　172,150
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △　172,709
現 金 � � 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 86
現 金 � � 現 金 同 等 物 の 減 少 額 △　  89,856
非連結子会社合併による現金��現金同等物の増加額 6,121
現 金 � � 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 385,423
現 金 � � 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 301,688

（���千�）
連結株主資本等変動計算書

株主�本
�本金 �本剰余金 利益剰余金 株主�本合�

平 成 1 8 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 376,800 195,260 2,381,899 2,953,959
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当（ 注 ） △�108�000 △�108�000
当 期 � � � △�80��6�6 △�80��6�6
株主�本�外の項目の��
会�年�中の�動額（�額）

連結会計年度中の変動額合計 ― ― △�910,626 △�910,626
平 成 1 9 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 376,800 195,260 1,471,272 2,043,332

平成18年 4月 1 日����
平成19年 3月31日����( ）

評�・換�差額等
��産合�その他有�証券

評�差額金
為替換�
�整勘定

評�・換�
差額等合�

平 成 1 8 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 5,173 853 6,027 2,959,987
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当（ 注 ） △�108�000
当 期 � � � △�80��6�6
株主�本�外の項目の��
会�年�中の�動額（�額） △���0�� �1� △�1��39 △�1��39

連結会計年度中の変動額合計 △�2,057 517 △�1,539 △�912,165
平 成 1 9 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 3,116 1,371 4,488 2,047,821

（注）平�18年�月の定�株主総会にお�る利益��項目であります。。

（注）記載金額は千���を切り���表�し�おります。

（���千�）
貸借対照表（平成19年 3月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部

流 動 資 産
� 金 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品
� 品
� 材 料
� 掛 品
� � 入 金
前 払 � 用
繰 延 税 金 � 産
その他流動�産
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
（有形固定�産）

� 物
構 築 物
機 械 装 �
車 両 運 搬 �
工���備品
土 地

（無形固定�産）
電 話 加 入 �
ソフトウェア
ソフトウェア仮勘定
その他無形固定�産

（��その他の�産）
��有�証券
��会社株式
長期繰延税金�産
差入敷金保証金
その他��等
貸 倒 引 当 金

1,528,988
�96�601
181�0��
664�9�1
44�964
84��83
88�843
�3�163
6�9��
4�949
1���4�6
8��8�

△� �81
2,362,821
1�980�93�
696�06�
40�9�1
30���83
�9�

�9��0�
881�366
19��396
��096
186�348
��480
4��

184�48�
�4����
���890
114��8�
19��90
���16

△� 4��66

負 債 の 部
流 動 負 債 887,948
支 払 手 形 41��119
買 掛 金 13��9��
１年�に返��定の長期借入金 1�0�000
� 払 金 ��34�
� 払 � 用 69�88�
前 受 金 �4�138
預 り 金 11��31
賞 与 引 当 金 40�883
１年�リース�産��勘定 ����93
その他流動負債 ��0��

固 定 負 債 964,851
長 期 借 入 金 �60�000
退職給付引当金 6�6�139
リース�産��勘定 48�161
その他固定負債 30���0

負 債 合 計 1,852,800
純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,035,893
（��　　本�　　金） 3�6�800
（�� 本� 剰� 余� 金） 19���60
� 本 準 備 金 19���60

（利� 益� 剰� 余� 金） 1�463�833
利 益 準 備 金 �1�9�0
その他利益剰余金 1�441�913
固定�産圧�積立金 464�109
特別償却準備金 ��1
繰越利益剰余金 9����3�

評価・換算差額等 3,116
（その他有�証券評�差額金） 3�116
純 資 産 合 計 2,039,010

資 産 合 計 3,891,810 負 債 純 資 産 合 計 3,891,810
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（注）記載金額は千���を切り���表�し�おります。

損益計算書 平成18年 4月 1 日����
平成19年 3月31日����( ）

（���千�）

科 目 金 額
売 上 高 3,591,338
売 上 原 価 2,436,824

売 上 総 利 益 1,154,513
販 売 費 � � 一 般 管 理 費 1,149,364

営 業 利 益 5,148
営 業 外 収 益
受 取 利 � � び 配 当 金 6�064
受 取 手 数 料 1��03
為 替 差 益 1��
諸 施 設 賃 貸 料 �33
受 取 補 償 金 等 ��400
そ の 他 の � 益 3�13� 17,008

営 業 外 費 用
支 払 利 � 6��64
た な 卸 � 産 � � � 1��0��
た な 卸 � 産 評 � � 3���6
保 険 解 約 � 3�880
そ の 他 の � 用 4�90� 31,384
経 常 損 失 △� 9,226

特 別 利 益
役員退職慰労�払金戻入益 18�69�
抱 合 せ 株 式 � 滅 差 益 ���90 21,286

特 別 損 失
固 定 � 産 � � � ��143
� � � � �93��4�
� � 構 造 改 革 � 用 ��6�9�9
��会社貸倒引当金繰入額 30�99�
� 品 補 償 � � �8���0 615,380

税 引 前 当 期 純 損 失 △� 603,320
��税、住民税�び��税 1�49�
� � 税 等 � 整 額 �0����8 207,020
当 期 純 損 失 △� 810,341

（注）平�18年�月の定�株主総会にお�る利益��項目であります。

（���千�）
株主資本等変動計算書

株主�本

�本金

�本剰余金 利益剰余金

�本準備金 �本剰余金
合� 利益準備金

その他利益剰余金

固定�産
圧�積立金

特別償却
準備金

平成18年３月31日　残高 376,800 195,260 195,260 21,920 472,445 1,066

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰余金の配当（注）

当 期 � � �

固定�産圧�積立金の取崩（注） △�4��94

特別償却準備金の取崩（注） △�39�

固定�産圧�積立金の取崩 △�4�040

特別償却準備金の取崩 △�398

株主�本�外の項目の
��年�中の�動額（�額）

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― △�8,335 △�795

平成19年３月31日　残高 376,800 195,260 195,260 21,920 464,109 271

平成18年 4月 1 日����
平成19年 3月31日����( ）

株主�本 評�・換�差額等

��産
合�

利益剰余金

株主�本
合�

その他
有�証券
評�差額金

評�・換�
差額等合�

その他利益剰余金
利益剰余金
合�繰越利益

剰余金

平成18年３月31日　残高 1,886,743 2,382,174 2,954,234 5,173 5,173 2,959,408

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰余金の配当（注） △�108�000 △�108�000 △�108�000 △�108�000

当 期 � � � △�810�341 △�810�341 △�810�341 △�810�341

固定�産圧�積立金の取崩（注） 4��94 ― ― ―

特別償却準備金の取崩（注） 39� ― ― ―

固定�産圧�積立金の取崩 4�040 ― ― ―

特別償却準備金の取崩 398 ― ― ―

株主�本�外の項目の
��年�中の�動額（�額） △���0�� △���0�� △���0��

事業年度中の変動額合計 △�909,210 △�918,341 △�918,341 △�2,057 △�2,057 △�920,398

平成19年３月31日　残高 977,532 1,463,833 2,035,893 3,116 3,116 2,039,010
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